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＜NEEDS & WANTS＞を的確に捉えるため、 

世界各国に研究開発・生産・販売・サービスなどの拠点を展開。

グローバルに、体系的なトータルサービスを提供しています。 

富士通テングループの概況 C O N T E N T S

会社概要 
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・調達方針

28
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・その他関係会社

グリーンファクトリー30
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環境リスク対応34

環境保全活動のあゆみ35

・「スーパーグリーン製品」「グリーン製品」の開発　

・環境負荷物質低減への取り組み

・地球温暖化対策　・物流車両における温暖化対策　・廃棄物減量化対策

・社有車の低公害車化　・用紙購入量削減対策　・有害物質削減対策　・PRTR制度への取り組み

・グリーン調達　・グリーン購入

環境報告  

社　　名

所 在 地

代 表 者

設 立

事業内容

主要製品富士通テン株式会社

本社（事務所・工場）　
〒６５２-８５１０ 神戸市兵庫区御所通１-２-２８　
TEL ０７８-６７１-５０８１

中津川工場
〒５０８-０１０１ 岐阜県中津川市苗木２１１０　
TEL ０５７３-６６-５１２１

代表取締役社長　勝丸　桂二郎

１９７２年１０月２５日

インフォテインメント機器
および自動車用電子機器の製造・販売

インフォテインメント機器
オーディオ・ナビゲーション機器
［車載用］
オーディオ機器
オーディオ・ビジュアル関連機器
ナビゲーション機器
［ホーム用］
タイムドメインオーディオシステム
移動通信機器
情報通信応用システム
情報通信応用機器

　自動車用電子機器
コントロールユニット（ECU）およびセンサ
ミリ波レーダ（６０GHz・７６GHz帯）

資 本 金

株　　主

５３億円（２００８年３月３１日現在）

富士通株式会社
トヨタ自動車株式会社
株式会社デンソー

富士通テン AV製品のグローバルブランド

環境会計

事業活動と環境側面

富士通テングループ環境取り組みプラン

14

07

第三者意見への回答　編集後記41 

第三者意見40 

本社・工場

生産拠点

販売拠点

販売代理店

フィールドサポートセンター

研究・開発拠点

物流センター

その他

グリーンプロダクツ

富士通テングループは、カーナビ・カーオーディオ、自動車用電子機器などの製造・販売を事業の柱とし、

グローバルに事業活動を展開しています。

「安全と安心の確保」「快適移動空間の提供」「地球環境への貢献」という３つの事業ビジョンのもと、

人とクルマのより良い関係づくりをめざして、優れた製品・サービスの提供を追求しています。

編集方針／グループ概況

編集方針

編集方針 

目的
本報告書は、社会・経済・環境の３つの側面について、それ
ぞれに関する富士通テングループの考え方や取り組みを
記述し、企業情報の開示を積極的に行うことで、広く社会の
皆様とのコミュニケーションを図ることを目的としています。

配布対象
お客様、取引先、従業員、株主、地域社会、行政など、あらゆ
るステークホルダーの皆様を対象としています。

報告範囲
本報告書でご紹介する集計データは、２００７年度（２００７年４
月１日～２００８年３月３１日）における富士通テンと富士通テ
ングループ各社（国内：製造会社１社、販売会社３社、その他
４社　海外：製造会社６社、販売・その他１２社）を対象とした
連結のデータです。一部に、特定の範囲あるいは拠点のみ
を取り上げたデータや事例も報告しています。

主な報告範囲の変更
２００７年４月１日付で子会社となった富士通テンエスパーニャ
（スペイン）および２００７年４月１８日付で設立された富士通
テン韓国を、報告範囲に追加しています。
また、製造会社であった富士通テンアメリカについて、生産
部門を富士通テンメキシコに移管し、販売会社としたほか、
富士通テン情報システム株式会社を吸収合併したことにより、
国内グループ会社が１社減となりました。

コミュニケーション
本報告書は、皆様と富士通テングループとの重要なコミュ
ニケーションツールと考えています。本報告書に折り込み
のアンケートや、ホームページから、ぜひご意見をお聞か
せください。

信頼性確保のための取り組み
２００７年度版から、環境省発行の「環境報告書の信頼性を
高めるための自己評価の手引き」に基づいた自己評価を
行っています。２００８年度版の自己評価結果はホームページ
で公開しています。
http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

また、２００８年度版の新たな取り組みとして、富士通テング
ループの取り組みおよび本報告書に対する第三者意見を
掲載しています。(P.４０)

関連公表資料
会社案内

参考ガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（２００７年度版）」
環境省「環境会計ガイドライン（２００５年版）」

http://www.fujitsu-ten.co.jp
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人と車と社会・環境とのより良い関係づくりに貢献します 
「Entertainment」「Automotive Electronics」「Information Technology」の３つの分野と
 これらの分野を融合させた新たな領域で、皆様の期待の一歩先を行く商品づくりを進めます。

事業概要と財務状況

売上高の推移 単独
連結

経常利益の推移 単独
連結

営業利益の推移 単独
連結

総資産の推移 単独
連結

当期純利益の推移 単独
連結

従業員の推移 単独
連結

財務状況の詳細についての情報は、下記Webサイトの「決算公告」などをご覧ください。
http://www.fujitsu-ten.co.jp/company/koukoku/index.html

＊EMS(Eco-drive Management System)：
省エネルギー対策を推進するため、自動車運送事業用自動車等においてエコドライブを
計画的かつ継続的に実施するとともに、その運行状況について客観的評価や指導を
一体的に行う取り組み

安全と安心の確保 

 快適移動空間の提供 
 財務状況 

地球環境への貢献 

■ミリ波レーダ
先行車との距離等を計測。車間距離を保つとともに、衝突被害軽減
のための車両制御に応用します。

■エアバッグ ＥＣＵ
センサが衝撃を感知するとエアバッグを作動。シートベルトの働きを補
助し、乗員の安全を確保します。

■盗難防止装置 VSS
ドアの無理な開閉など、車両の異常事態をセンサがすばやくキャッチ、
警報サインを発します。

■開発支援システム 「CRAMAS®（クラマス）」
シミュレーション技術を応用した評価システム。実車不要のため効率
的で環境にやさしい開発を実現します。

■ＡＶＮ（Audio Visual Navigation）
携帯電話との連携や専用サーバーを活用したネットワーク機能など、先
進性と快適性を追求しています。

■カーオーディオ
音づくりから空間づくりへ。最先端のサウンドシステムを搭載した車の
開発を進めています。

■ホーム用オーディオ
独自の「タイムドメイン理論」により、豊かなリアリティとよどみのないク
リアな音の広がりを実現します。

　より安全で安心できるインテリジェントカーの実現に向けて、ＩＴＳ

（高度道路交通システム）を構成する分野のうち、「安全運転支援」

「ナビゲーションの高度化」「商用車の効率化」に取り組んでいます。

　最先端の通信・情報処理技

術を駆使して、次世代の安全

運転支援システムを開発し、

事故を未然に防ぐために「車

に知性」という新たな付加価

値を提供しています。

　車開発の急速なＩＴ化が進む中で、私たちは先進技術を安全性・快

適性・経済性の実現はもちろん、「燃料電池自動車用ＥＣＵ」の開発

をはじめとする地球にやさしい車づくりに積極的に活用しています。

グローバルサプライヤー

として、優れた環境性能を

有したグリーン製品を提供

することで、人・車・環境が

共存し、調和する２１世紀の

カーライフの実現に貢献し

ます。

　たとえば、ワンタッチで専用オペレーターにつながり、リアルタイ

ムで快適なドライブをサポートしてくれる情報通信ナビゲーション

の開発や、まるで上質なリスニングルームにいるような広がりの

ある音響空間を創造するサウ

ンドシステムの開発など。

　私たちは「走るだけではな

い車の新しい楽しみ」のために、

求められる機能と情報を、より

使いやすいカタチで提供して

います。

■ドライブレコーダ EMS＊認定モデル
事故時の記録だけでなく、独自のエコドライブ支援ソフトを用い、ドライ
バーの「エコ運転率」を表示します。

■エンジン制御 ＥＣＵ
走行性能の向上と排気ガス中の有害成分低減を図り、高性能クリー
ンエンジンの実現をサポートします。

■タクシー用 ＣＴＩ自動配車システム
ＧＰＳで得た車両位置情報などをセンターで集中管理、効率のよい配
車を行い低燃費運転に寄与します。

電動パワーステアリング用トルクセンサ

ミリ波レーダセンサ
・衝突防止

ディーゼルEGR・ECU
・EGR制御・プリヒート制御

CRAMAS

ホーム用オーディオ

・車載機器
タクシー用ＣＴＩ自動配車システム

エンジンECU

・エンジン制御・トランスミッション制御
・イモビライザー制御・クルーズコントロール

エコランECU

セキュリティーシステム

・侵入検知・警報

ヒートシートモジュール

・フロント、サイド・乗員検知

リモートエンジンスターター

・ライトコントロール・セキュリティー機能
・ワイヤレス機能・パワーウィンドウコントロール

エアバッグECU

ボディーECU

製品分野：　環　境　　　安全・安心・快適

ＡＶＮ（Audio Visual Navigation）

カーオーディオ

ドライブレコーダ
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（億円） （億円） （億円）

（億円）（億円）（名）
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特　集

環境と人に、よりやさしい自動車の創造に向けて 
富士通テンは、世界の人々の共感を呼び、未来を予感させるような豊かな車社会の実現に向け、

これまでに培ったものづくりのノウハウを活かしたいと考えています。

人と車のより良い関係づくりに貢献する製品として、近年、

注力している製品のひとつが「エンジン制御ECU＊」。

この特集では、車の環境性能や快適性向上のカギを握ると言われる

エンジン制御ECUとその開発について紹介し、人と車と環境が調和する未来を展望します。

　近年、制御の高度化が図られてきた自動車。さらなる高機
能化を実現するため、また地球温暖化、資源枯渇、大気汚
染といった環境問題や、交通事故の削減といった課題を解
決するためにも、自動車の電子化が急速に進んでいます。
私たちが普段、何気なく利用しているワイヤレスドアロックや
パワーウィンドウといった機能はもちろん、普段の運転ではあ
まり意識されることのないエンジン制御などの重要な機能に
いたるまで、電子化の波は及んでいます。
　富士通テンはその確かな技術力と品質確保のノウハウを
もって、自動車の「走る」「曲がる」「止まる」という基本動作
から、安全性・快適性の確保、向上などにいたる幅広い分野
において、自動車メーカー様に多彩な自動車用電子機器を
供給し、その性能の向上に貢献しています。

確かな品質をもつ電子機器を開発することで 
車の性能向上に貢献 

　エンジン制御ECUは、ただ単に車を走らせるのではなく、燃
費や環境、乗り心地といった要素を考慮して制御を行います。

●燃費向上に貢献
ユーザーの意向をくんだ上で、車両の状態に応じて、燃料の
噴射量が必要最低限となるよう制御します。

●環境に優しい
燃料が燃焼することによって、窒素酸化物（NOx）、炭化水
素（HC）、一酸化炭素（CO）を含む排ガスが発生しますが、
それを浄化する触媒が効率良く働くよう、空燃比の状態を制
御します。

●乗り心地の良さもUP
変速時に、エンジン回転などの情報をもとに油圧を電子制御
することによって違和感をなくすなど、緻密な制御を行うこと
で乗り心地が向上します。

エンジン制御ECUのメリットは 
「燃費」「環境」「乗り心地」 
 

エンジン制御ECU

CRAMAS®

＊ECU（Electronic Control Unit）：電子制御機器

　エンジン制御ECUは、車の“走る「頭脳」”であり、エンジ
ンとトランスミッションをコントロールするコンピュータのこと。
車に搭載されるECUの中でも、燃料噴射、点火時期という、
最も基本的な動作を制御します。ドライバーの車両操作や、

各種のセンサで計測したエンジンや車両の状態により、燃
料の噴射量、点火時期、変速のタイミングをコントロールして
います。

見えないところから、 
車の「走る」機能を制御 
 

人の生命にも関わる機器だからこそ 
品質の信頼性確保が最重要課題 
 
　ほんの小さな問題であっても人の生命に関わる可能性が
あるため、製品の品質の信頼性を確保することが最重要課
題となっています。

部品の故障などの異常が起きた場合、安全に動作す

るよう設計する「フェールセーフ」をはじめ、さまざま

な観点から品質をつくりこんでいます。

実際の車の動作をパソコン上に模擬可能な「CRAMAS®」

を活用し、効率的な評価検証を行っています。

部品1点1点について、調達先を訪ね、生産工程や検

査体制を確認した上で、品質の確かな部品を調達し

ています。

製造工程で発生した不良の原因を徹底的に解析し、

その結果をフィードバックすることで、「不良ゼロ」を

めざしています。

製品を構成する部品の一つひとつを良否判定するシ

ビアな検査を実施しています。

■品質確保の取り組みの例

エンジン制御
ECU トランス

ミッション
ECU

クローズ
コントロール
ECU

トランス
レート
ECU

ヒートシート
モジュール

リレー
インテグ
レーション

盗難防止装置
（VSS）

エアバッグ
ECU

EPS ECU

ボデー多重
ECU

ディーゼル
E-EGR
ECU

ガソリンタンク

触媒

図はエンジン制御ECUシステムが制御する機能

空燃比センサ
02センサ

ステップ
モータ

異常燃焼検知
センサ

クランク角
検知センサ 水温センサ 燃料ポンプ

燃料蒸気
吸着装置

電子スロットル

点火装置 燃料噴射装置 吸入空気量
センサ

カム角検知
センサ

■エンジン制御ECUの機能

入力 出力

エンジン・車両の
状態を示す各種セ
ンサからの信号

エンジン・駆動系
のアクチュエータ

燃料噴射・点火・ア
イドル回転数・ダイ
アグ等

水温・空気量・回転
信号 等

パワー、燃費、ドライバビリティ、信頼性を向上させるために
エンジンや車両の状態を示す各種センサからの信号をもとに、
エンジン制御ECUにて以下の項目を総合的に制御しています。

ECU
（Electronic Control Unit）

電源

入
力
処
理

出
力
処
理

演
算
処
理
（
マ
イ
コ
ン
）

燃料噴射、点火時期というエンジンの基本機能を制御する。
エコ・クリーン、法規制強化の流れの中でますます高機能化し
ていく製品である。

電子制御燃料噴射

電子制御点火時期制御

電子スロットル制御

自己診断（ダイアグ）機能

電子制御トランスミッション

1

2

3

4

5

開発・設計

調　達

生　産

検　査







　富士通テンは、グローバル企業として企業行動指

針の［基本原則］の筆頭に、「人権の尊重」を掲げ、従

業員一人ひとりが「働きがい」の持てる会社づくりを

めざしています。

　また性別や障がいの有無を問わず、多様な人材が、

ともに、いきいきと働ける職場づくりに取り組み、女

性や障がい者の活用を積極的に進めています。

　さらに、社内には「人権相談窓口」を設けて従業員

からの相談に対応しています。

　従業員のライフスタイルやライフステージに応じた、

多様な働き方を支援する施策の一環として、育児休職・

介護休職制度をはじめ、定年退職者の再雇用制度、

定年退職した幹部社員が一般社員として特定業務を

行う「シニアプロ制度」を整備しています。

　さらに、就業に対する意識の高い学生を対象とし

たインターンシップも毎年実施しています。２００７年

度は、工業高校から３０名、大学から５５名の学生に当

社の職場を体験してもらい、現場の業務の厳しさを

肌で実感してもらいました。２００８年度はさらに規模

を拡大して、インターンシップを実施する計画です。

　富士通テングループは、「成果主義の推進」「自主

自立の促進」「プロフェッショナルの育成」の３つを基

本に、一人ひとりがいきいきと働ける職場づくりを基

本とした人事制度を展開しています。

　従業員が自発的にキャリアを開発する「学習する

風土づくり」、部下のキャリア実現を上司が支援する「育

成する風土づくり」の２つを基本に、教育制度を展開

しています。コンピテンシや企業力の強化をめざして、

各階層・等級ごとに研修を実施しています（図１参照）。

　近年は、「課題解決力強化研修」や、個人の仕事を「見

える化」することにより、生産性を見直し向上させる「KI

活動」に力を入れ、個人・組織の能力アップを図って

います。また、新入社員を先輩が指導する指導員制

度を充実させ、職場ぐるみで新人を育てる「職場若手

育成制度」を設け、新人教育のさらなる強化を図って

います。

　２００７年１０月、当社は、厚生労働省が行う「均等・両立推進企業表

彰」の、「均等推進企業部門」「ファミリー・フレンドリー企業部門」

において、「２００７年度兵庫労働局長優良賞」を受賞しました。女性

の能力発揮を促進させ、仕事と育児・介護の両立をサポートする

当社の取り組みが評価されたものと考えられます。
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　定期健康診断、長時間勤務者などを対象とした目的別健康診断

に加えて、産業医や保健師が必要に応じて個別面談を行い、従業

員の健康管理に努めています。

　また、健康管理センターの産業医や産業カウンセラーがカウン

セリングを実施し、従業員の心のケアにあたっているほか、従業員

が心の問題を気軽に相談できる窓口として、「健康ダイヤル24」

を導入・運用しています。

　２００７年度、国内の各拠点に、心臓の突然の不調に対する救命機

器である「AED」を設置し、AEDの取り扱いや緊急時の対応を従

業員に指導する「緊急講習会」を開催しました。

「活気」と「働きがい」あふれる職場をめざしています 
従業員一人ひとりが誇りを持って働き、能力を発揮し、
達成の喜びを分かち合うことのできる環境づくりを推進しています。

従業員とともに

総合職採用における女性比率の推移 

事務系

技術系

全　体

8
11
10

24
6
10

21
7
9

２６
６
１０

単位：％

２００3年 ２００4年 ２００5年 ２００6年
28
3
7

２００7年

２００７年度 連結従業員数 （２００８年３月末時点）  

従業員 4,980 7,168 1,252 684 14,084

単位：名

日本 アジア 北米 その他 合計

障がい者数（２００８年６月末時点） 

障がい者雇用率

雇用数

1.81％

46名

育 児 休 職
妻の出産休暇

2
89

20
―

22
89

男性 女性 合計

２００７年度 育児休職者数、妻の出産休暇取得者数 （単独） 単位：名

「人権の尊重」が基本原則 
 

■だれもがいきいきと働く職場をめざして

■「均等・両立推進企業表彰」2部門で受賞

就業支援制度 
 

人事制度 
 

安全衛生／健康支援 

■こころとからだの健康支援

 

■AEDの設置

■健康管理に関する啓発・教育

 教育制度 
 

図１.人材育成体系
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　２００５年度、経営トップが「女性が能力をしっかり発揮し、仕事に

チャレンジできる職場づくりを！」というメッセージを発し、当社の

「女性から見たＧｏｏｄ Ｃｏｍｐａｎｙつくりプロジェクト」（ＧＣＰ推進

室）がスタートしました。女性の視点でより良い会社を探求するこ

とで、男女ともに、いきいきと働き続けることのできる職場づくり

をめざしています。

　２００７年度は、ポジティブ・アクションやワーク

ライフバランスの考え方、当社の取り組みを

まとめた冊子『Tomorrow』を発行し、取り組

みの意義を従業員に広くアピールしました。

　２００８年度は従業員の意識調査を実施し、そ

の結果をもとに、今後の課題の抽出と行動計

画を立てる予定です。

　災害ゼロをめざして、各階層や職場に応じた安全

衛生教育を行い、各職場では安全衛生指導員を中心に、

全員で安全活動に取り組んでいます。さらに、従業員

の心身の健康管理を支援しています。

■各職場の安全活動

・部門ごとに実施する、それぞれの職場に合ったテーマを掲げた、   

　職場４S活動（毎月）

・災害再発防止チェックリストによる危険源撲滅活動

・身近な危険を再認識する｢ヒヤリハット報告｣（随時）

・職場の写真を活用したＫＹミーティング（毎月）

■作業環境の管理

・事務所や化学物質を取り扱う作業場の環境測定（定期実施）

　健康に関するイベントの開催や情報紙『ヘルシー倶楽部』の発

行などを通じて、従業員の健康意識を高めています。

　２００８年度は「メタボリックシンドローム対策」をテーマに、従業

員の健康管理を支援する施策を実施する計画です。
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　富士通テンは、企業行動指針の中で「公平・公正・透明な企業活動」「公

正な取引」などを掲げています。

　調達やお取引先との協力にあたっては、オープンな姿勢で門戸を開き、

関係法令および社会規範の遵守はもとより、お取引先とのパートナー

シップを大切にしながら、公正でクリーンな調達活動を行っています。

また、あわせて資源保護や地球環境保全にも配慮した活動※を進めて

います。

　お取引先の皆様には、年1回開催する「調達方針説明会」などの機会

を通じて、富士通テングループの調達方針を伝えています。
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■「BIG BAND JAZZ FESTA」を開催

 

■「KOBE MUSIC STATION」を開催

　中津川工場では、１９９４年から労使共催による「チャリティー講演

会」を開催し、広く地域の皆様にご参加いただいています。２００７

年度は、大相撲解説者・タレントとしてご活躍中の元小結・舞の海

秀平さんを講師としてお迎えしました。この講演会の入場料は、福

祉教材の購入に充当し、中津川市社会福祉協議会に寄贈しました。

■チャリティー講演会を開催

　中津川工場の社内ボランティアサークルでは、毎月、お誕生日カ

ードを福祉施設にお届けし、入所の皆様との交流を図っています。

また、毎年桜の季節には、茶道部のメンバーが特別養護老人ホー

ムの「お花見会」へ野点ボランティアとして協力しています。この

ほか、地元養護施設の夏祭りなどのイベントにも、ボランティアと

して積極的に参加しています。

■社内ボランティアサークルによる地域交流 ■神戸市の５児童館合同運動会に協力

お取引先とともに 社会・地域とともに

■従業員への教育

■「自動車産業適正取引ガイドライン」への対応

■当社女子バレーボール部による地域貢献
　当社の女子バレーボール部は、２００３年度から毎月1回、休日の

練習日を利用して、神戸本社周辺の通勤路を清掃する活動を行っ

ています。また、地域の小中高校生を対象に、バレーボール教室

を開いており、地域住民の方々との交流を深めています。

■自然災害に遭われた方々への支援活動
　当社は阪神・淡路大震災の際に、国内外の多くの皆様にご支援

をいただき、復興に際し大きな励みとなりました。その温かい心に

感謝するとともに、少しでもお役に立てればと、自然災害に遭われ

た方々への支援活動を行っています。２００７年度は、新潟県中越沖

地震で被災された方々への支援活動を実施しました。

■感謝状贈呈制度
　富士通テンは、品質向上や技術開発、環境保全といった観点から、

当社の生産・調達活動に貢献していただいたお取引先に対し、年1回、

感謝状を贈呈しています。

　２００７年度は、９件、延べ２０社のお取引先に感謝状を贈呈しました。

■天栄会

調達方針 

地域社会との交流 

寄付活動 

より豊かな社会・地域づくりをめざしています 
音を提供する企業として、「音（音楽）を通して社会に貢献する」という考えのもと、
チャリティーコンサートの開催などの社会貢献活動を通じ、より豊かな社会・地域づくりをめざしています。

お取引先とのパートナーシップを大切にしています 
お取引先との協力・協調関係を大切にし、各種の法令を遵守することはもちろん、
サプライチェーンにおける社会的責任をお取引先とともに果たします。

調達方針説明会

天栄会総会

「音」を通じた社会貢献活動 

　２００７年１０月７日、神戸／新神戸アベニューのアベニューステー

ジにおいて、中高生バンドを中心としたビッグバンドの祭典「第1

回BIG BAND JAZZ FESTA」を当社主催にて開催しました。こ

のイベントは入場料を無料とし、「地域の方々に良い音楽を気軽に

楽しんでもらうこと」、「中高生ビッグバンドの練習成果発表の場

として活用してもらうこと」を主旨としています。第1回は５組のビ

ッグバンドが出演し、合計５時間にわたって熱い演奏を繰り広げま

した。当社は音を通じて社会

に貢献する活動の一環として、

２００８年度以降もこの催しを継

続して開催する計画です。

　調達担当者はもちろん、それ以外の従業員についても昇格時な

どの機会をとらえて、独占禁止法、下請法などの法令に関する研修

を実施し、従業員の理解を促進しています。研修では、条文の解説

だけでなく、業務において陥りがちなミスやトラブルの事例も交え、

実践的な内容となるよう工夫しています。

　２００７年度は、新任幹部社員、６級昇格者（主任格社員）、調達担

当者を対象とした、調達に関わるコンプライアンス研修をそれぞ

れ1回ずつ実施しました。

　２００７年６月、自動車産業の下請け取引適正化を目的に、「自動車

産業適正取引ガイドライン」が経済産業省によって策定されました。

このガイドラインへの理解をお取引先に深めていただき、サプライ

チェーン全体で独占禁止法・下請法遵守に向けた取り組みを推進

するため、２００８年３月の「調達方針説明会」では、同ガイドライン

に関する説明を併せて行いました。

　この取り組みに併せて、当社および国内グループ各社の従業員

用に開設していた「ヘルプライン（企業倫理相談窓口）」を、国内

の主要なお取引先にも開放しました。このことによって、取引全般

に関する通報・相談の窓口として、いつでもお受けできる体制を整

えることができました。

　２００７年１１月、神戸市にある５つ

の児童館の「すこやかクラブ」が

実施する合同運動会を開催する

にあたり、当社は会場（体育館）と

音響設備を提供しました。

　「天栄会」は、富士通テンのお取引先が、相互の発展と共存共栄

をめざして自主的に結成した組織です。１９９５年１１月に結成され、

主な活動としては、分科会によるテーマ研究活動や、富士通テンと

の定例会、講演会、工場見学などがあります。

　富士通テンは天栄会の活動を

支援しており、分科会のメンバー

としてともにテーマ研究を行っ

たり、定例会などの場を通じて、

会員企業と交流を図っています。

　当社は１９９４年から、チャリティーコンサート「KOBE MUSIC 

STATION」を年４回開催しています。コンサートの第1部では、若

手ミュージシャンに発表の場を提供し、第２部では、プロミュージシ

ャンをお招きして、地域の皆様に本格的な音楽を手軽な料金でお

楽しみいただいています。また、当社のボランティアグループが中

心となって会場の設営や

運営を行い、入場料は全額、

社会貢献活動に役立てて

います。

※グリーン調達については、３３ページをご覧ください。
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環境マネジメント

■環境監査 ■環境教育
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　富士通テングループは、環境マネジメントシステムおよび環境

パフォーマンスの継続的な改善を図るため、「内部監査」および「外

部審査」を定期的に実施しています。

　内部監査では、監査の独立性・客観性に配慮して環境監査チー

ムをＥＭＳから独立した組織とした上で、主任監査者にはＥＭＳに

直接関与しない者を経営層が任命しています。また、環境管理監

査者の養成にも注力しています。

　２００７年度には国内で新たに１０名の環境管理監査者を任命し、

海外も含めグループ全社の監査者は１８０名となっています。

２００７年度　環境監査結果 （日本）

　２００７年度は、内部監査の結果、重欠点（重大な指摘）が１件あり

ました。本社工場で、大気汚染防止法に基づく代表者変更届の届

出が漏れていたもので、ただちに行政に届出を行うとともに、法的

要求事項への対応状況をチェックする体制の見直し・強化を行い

ました。軽欠点（軽微な指摘）については、２００８年７月末までに是

正を完了しています。

　一方、外部審査では、目的・目標の達成度、システムの継続的改

善について向上評価を受け、総合評価で「向上」と判定されました。

　富士通テンでは、従業員一人ひとりの環境意識を高め、全員参

加による環境活動を継続して行うため、「階層別教育」「一般教育」

「特別教育」などの環境教育を実施しています。

　環境保全推進員および環境管理監査者の養成教育修了後には

理解度テストを実施し、力量レベルの維持を図っているほか、海外

拠点においても、環境管理に直接携わる従業員や新入社員などに

対し、機会を捉えて環境教育を実施しています。

　２００８年度からは、より拡大・複雑化する製品の環境法規制に確

実に対応するため、環境マネジメントシステムの「有意作業者教育」

を見直し、設計者などへの環境法規制に関する教育を強化してい

ます。

２００７年度　環境教育受講者数 （日本）

環境管理監査者数

主任
一般

12名
70名

11名
87名

教育名

環境管理責任者研修

環境管理監査者教育

環境保全推進員教育

EMS要員教育

有意作業者教育

受講者数

役員・幹部社員

幹部社員・専門職

延べ人員

非生産拠点対象

4名

70名

453名

16名

特 別 教 育

教育名

新任幹部社員研修

6級昇級者研修

班長研修

新入社員研修

受講者数

幹部社員

中堅社員

中堅社員

新入社員

39名

108名

7名

179名

階 層 別 研 修

　グループ全体での費用は、前年度より５４百万円減少し、６８９百万

円となりました。

　２００６年度に引き続き、部品の鉛フリー化対応などの製品環境対

策が一段落したことなどにより、研究開発コストが９４百万円減少し

たことが主な原因です。

　グループ全体の経済効果額は前年度より１８百万円減少し、２２５

百万円でした。

　過去に実施した設備更新などによる効果額の計上期間（５年間）

が終了し、地球環境保全効果が約２９百万円減少したことが影響し

ました。

　富士通テングループは、環境負荷と経済性指標とを関連付けた

環境効率性指標として、「環境効率」を算出・評価しています。環

境負荷には「エネルギー使用に起因するＣＯ2排出量」を用いてお

り、２００７年度の環境効率は０．０５５となり、前年度比で８％向上しま

した。

　富士通テングループは、環境省「環境会計ガイドラ

イン」に定められた「費用」「実質的効果＊１」に加え、

活動結果を評価することで、環境活動の活性化を図

るため、独自の算出基準に基づく「推定的効果＊２」に

ついても算出しています。算出結果は、課題の明確

化や成果の共有化など、環境活動の継続的改善に活

用しています。

　２００７年度は、２００７年４月に子会社化した富士通

テンエスパーニャを加えた、富士通テングループ

２３社の費用・効果を集計しました。

　富士通テングループでは、優れた活動を表彰する社内制度があ

り、社長表彰・本部長表彰・環境貢献賞において、優れた成果をあ

げた環境保全活動がその表彰対象となります。

　２００７年度には、国内グループの統合認証活動や、部品のリサイ

クル活動などが社内で表彰されました。

日本 海外

（２００８年３月末現在）

内部監査
（2008年1月25日）

外部審査
（2007年7月6日）

軽欠点（軽微な指摘）
観察事項 

33件
111件

 重欠点（重大な指摘） 1件

軽微な不適合
改善の余地

1件
5件

 重大な不適合 なし ■表彰制度

0

０.040

０.050

０.060

07（年度）04 05 0603

（億円/t-co2）

0.052 0.051 0.051 0.051
0.055

環境効率＝
生産高

環境負荷

２００７年度実績（グループ連結）

分　 類 内　容 前年度比効果効果の分類

大気・騒音防止、水質汚濁防止等 51

65

111

25

281

153

0

0

689

＋12

＋21

±0

－14

＋22

－94

±0

±0

－54

3

23

26

6

42

122

0

0

225

－1

－29

＋6

＋2

＋12

－8

±0

±0

－18

省エネルギー、地球温暖化防止等

廃棄物処理、資源の効率的利用等

事業エリア内

公害防止コスト・効果 推定的効果

推定的効果

推定的効果

推定的効果

推定的効果

実質的効果

実質的効果

実質的効果

地球環境保全コスト・効果

資源循環コスト・効果

上下流コスト・効果

管理活動コスト・効果

研究開発コスト・効果

社会活動コスト・効果

環境損傷コスト・効果

前年度比費用

グリーン物流、グリーン購入等

環境教育、内部監査等

グリーン製品の設計・開発等

環境貢献活動等

土壌・地下水汚染等の修復等

単位：百万円

２００７年度の結果 

環境保全活動を、より効率的に進めます 
富士通テングループは、環境保全活動の効率を評価するため、
費用と経済効果を把握する環境会計を実施しています。

環境会計

■費　用

■経済効果

■環境効率

＊１ 実質的効果：不要有価物売却益など、直接金額で表される効果 
＊２ 推定的効果：直接的な金額で表せないものを、一定の条件下で金額化した効果 

※百万円未満は切り捨てて表示しています。このため、各分類別の合計値と合計欄の数値は必ずしも一致していません。 
※２００６年度まで独立項目としていた「下水道費」については、今年度より「公害防止コスト」に含んでいます。 
 

※２００７年度以前の数値は、最新のＣＯ2換算値を用いて再計算しています。 

外部審査

有意作業に従事する全従業員

環
境
報
告
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富士通テングループの事業活動 環境負荷低減活動 OUTPUT
●地球温暖化対策

●廃棄物減量化と適正処理

●用紙削減活動

●化学物質削減と取扱管理

●グリーン製品開発

●環境貢献製品の開発

●シミュレータの開発

●グリーン調達の推進

●「天栄会」分科会活動（取引先協力会）

●地球温暖化対策

●環境負荷物質の削減

●部材容器包装のリユース

●グリーン物流の推進

●エコカーの採用

●製品容器包装の削減

●カタログ・製品説明資料への環境配慮

●製品の省エネルギー設計（製品使用）

●使用済み製品の環境汚染リスク低減（製品廃棄）

●製品に含有する有害物質全廃の推進

●使用済み製品の資源循環（製品廃棄）＊

＊使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、回収された
　製品は解体し、分別・再資源化しています。

事業所内共通

製品物流・販売・
アフターサービス

製品廃棄
（回収・リサイクル）

部材調達

製　造

お客様使用

電力

重油

都市ガス

ＬＰガス

93,130MWh

1,478KL

779千m3

74ｔ

天然ガス

灯油

軽油

太陽光発電

197千m3

5KL

23KL

12MWh

紙製容器包装

プラスチック製容器包装

46t（日本）

49t（日本）

上水使用量

工業用水使用量

地下水使用量

用水使用量

77,187ｍ3（日本）

89,289ｍ3（日本）

25,338ｍ3（日本）

227,953ｍ3（海外）

用紙購入量 118ｔ

あらゆる段階の負荷低減をめざしています 
富士通テングループの製品および事業活動は、さまざまな形で環境に負荷を与えています。
私たちは、これからもグループ一体となった環境経営を進め、あらゆる段階で環境負荷低減を図ります。

事業活動と環境側面

INPUT

CO2

PRTR対象物質排出量

PRTR対象物質移動量

PRTR対象物質リサイクル量

60,530ｔ-ｃｏ2

4ｔ（日本）

0ｔ（日本）

7ｔ（日本）

排水量 420,308ｍ3

原材料としての再利用

総発生量

再資源化量

最終処分量

再資源化率

4，636ｔ

3,869ｔ

767ｔ

83％

設計・開発

エネルギー

森林資源

水資源

その他の天然資源

原材料

部品

包装材（市販製品向け）

大　気

水　域

廃棄物

※断りのある場合を除いて、数値は２００7年度における富士通テングループの合計値です。
　「その他の天然資源」「部品」「原材料」の使用量および「お客様使用」「製品廃棄」の各段階
　における環境負荷等については、現在、集計システムを構築中のため数値を示していません｡ 

環
境
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＊7

＊7

2007年度は、国内全拠点で本業に基づく改善活動実施＊7 

2007年度は、代表2機種でLCA試行。LCA実施ガイドラインを策定＊7 

＊7
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PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）：環境汚染物質排出・移動登録制
度。化学物質を使用している企業が、工場等の操業によって環境中に排出したり、廃棄物
として処理している化学物質の量を把握して、国や地方自治体などの行政機関に報告し、
行政報告されたデータをまとめて一般に公表する制度

ＬＣＡ（Life Cycle Assessment）ライフサイクルアセスメント：製品の素材調達から、設計・組立、物流、使用・廃棄
（リサイクル）に至る製品のライフサイクル全体における環境負荷を定量的に評価する手法

SOC(Substances Of Concern)：欧州ELV指令などにより規制される、製品に原則使用してはならない環境負荷物質
（鉛、６価クロム、水銀、カドミウムなど）
＊ 欧州ELV（End of Life Vehicle）指令：使用済自動車の環境配慮に関するＥＵの規制。車両への指定有害物の使用禁止や、
　車両のリサイクル率の確保について規定されている。     

VOC（Volatile Organic Compounds）：シックハウス症候群を引き起こす恐れのある揮発
性有機化合物（イソプロピルアルコール、トルエン、キシレン等）

項　目 最　終　目　標 2007年度目標 2007年度実績 評価 参照
ページ

鉛フリーはんだの採用を2009年7月末を目標に全製品に拡大する（一部流動中のOEM製品を除く）

製品のVOC発生量について自主基準値に基づき新規製品のVOC発生量を基準値以下に抑える

水銀を含有しないバックライトの採用を2009年度末を目標に全製品に拡大する

環境トップ要素を持つスーパーグリーン製品を、2009年度末に4製品分野で実現する

CO2排出量（生産高当り）を2010年度末までに2005年度比で15％削減する

廃棄物排出量（生産高当たり）を2009年度末までに2005年度比で4％削減する

2009年度末までにグループ全生産拠点でゼロエミッションを達成する

VOC排出規制対象物質の使用量を2009年度末までに2000年度比30％削減する

PRTR対象物質（鉛・トルエン・キシレン・銀）の使用量（生産高当たり）を2009年度末までに2005年度比で90%削減する

低排出ガス車の導入率を2010年度末までに100%にする

　 製品輸送におけるCO2排出量を2010年度末までに2000年度比で30％削減する

　  SOC管理システムを充実し、海外グループ拠点に展開して2009年度末までにグローバルな管理体制を構築する

仕入先の環境負荷物質（SOC）非含有管理体制を評価する仕組みを構築し、2009年度末までに基準達成率を90％とする

2009年度末までに原則として全海外拠点を含むグループ統合環境マネジメントシステムを構築する※従業員が10名以下の拠点のEMS構築は任意とする

     ISO14001に基づく環境管理を業績評価と連動し、2010年度末までにグループ全社で本業に基づく環境改善活動を行う

      2009年度末までに自動車業界のスタンダードに即したLCAを全新製品に拡大し、エコリーフ＊6に基づくデータ開示の社内体制を整備する

     環境効率ファクターに基づくグリーン製品開発・推進体制を整備し、2012年度末までに2008年度比で環境効率２倍を達成する

環境貢献活動を2008年度末までにグループ全拠点で実施する

従来のクリーン作戦に加え、地域・団体と連携した新たな環境貢献活動を2008年度末までに国内全生産拠点で実施する

水銀を含有しないバックライトを使用した製品を2007年度末までに市場投入する 

機械加工用アルミに含まれる鉛を2007年7月までに全廃する（鉛0.4wt％を超えるもの） 

製品出荷・工場間輸送効率（走行距離）を2002年度比で45%削減を維持する 

全新規製品に鉛フリーはんだを採用

自主基準値の設定

2009年度末全製品拡大に向けての計画を策定

1製品分野でスーパーグリーン製品を市場投入

2005年度比　 －7.0％

2005年度比　 －2.0％

海外生産拠点の実態調査

2000年度比　 ＋7.0％

2005年度比　－20.0％

導入率88％以上

評価ツール作成・国内仕入先での自主点検

海外非生産拠点のＥＭＳ構築推進（設計・調達拠点対象）

国内非生産拠点で2回以上のクリーン作戦を実施

各拠点でトライアルを１回以上実施

市場投入

全廃

2002年度比　－45%

市場投入

全廃

2002年度比　－45%

97%の新規製品に鉛フリーはんだを採用

自主基準値を設定

切替え計画策定

1製品分野でスーパーグリーン製品を市場投入（水銀フリーバックライト）

2005年度比　 －7.9％

2005年度比　 －9.0％

実態調査未完了

2000年度比　＋25.7％

2005年度比　－29.1％

導入率84％

評価ツール作成・国内仕入先での自主点検

海外非生産拠点２拠点でISO14001認証取得

2回以上実施

本社工場で１回実施

2008年度目標

全新規製品に鉛フリーはんだを採用

新規製品のVOC発生量を基準値以下に抑制

切替え計画策定と計画の実施

1製品分野でスーパーグリーン製品を市場投入

2005年度比　－12.3％

2005年度比　 －3.0％

海外生産拠点での課題抽出、対策立案

2000年度比　 －4.8％

2005年度比　－55.1％

導入率90％以上

製品輸送におけるCO2排出量の把握と削減方策の検討

体制明確化・要員育成・情報共有化

海外の取引先への拡大

グローバル統合EMSを構築、内部監査・レビューまで実施

国内全拠点で環境目的・目標を業務評価の対象化

全製品群でLCAを試行・LCA算出方法の標準化

環境効率ファクターの基準の確立

海外全拠点で１回以上のクリーン作戦を実施

各拠点で１回以上実施

グリーン製品の開発・推進

グリーン製品の開発・推進

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

グローバル

国内

国内

国内

国内

国内

○

○

○

○

○

◎

×

×

◎

○

－

－

○

○

○

○

－

○

△

○

○

○

P28

P29

P30

P31

P32

P33

P33

P33

P21

P28

P16

グリーン
ファクトリー

CO2排出量削減

廃棄物排出量削減

VOC排出量削減

化学物質使用削減

社有車低公害車化

グ リ ー ン 物 流

グ リ ー ン 調 達

環境マネジメント

社 会 貢 献 活 動

グ リ ー ン 物 流

評価 ＝ ◎：目標を上回った    ○：ほぼ目標通り  
            △：目標を下回った　×：目標を大幅に下回った

第5期環境取り組みプランで新たに設定された目標

＊3 

富士通テンでは、新製品の設計時に実施した製品環境アセスメントの結果、環境面で特に
優れていると考えられる製品を「グリーン製品」として認定しています。さらに、グリーン製品
のうち、「省エネ」「3R設計・技術」「含有化学物質」・「環境貢献材料・技術」などの何れ
かにおいて、自社あるいは他社の製品と比較してトップグループレベルにある製品を「スーパー
グリーン製品」としています。

＊1 ＊2 

＊5 

＊4 エコリーフ：LCA値の開示を前提としたラベル

2008年度以降の新たな取り組みあるいは目標であるため、
2007年度の目標・実績はありません。

＊6

＊7

あらゆる領域で、計画的な環境活動を進めます 
環境活動を効果的に推進するため
あらゆる領域で活動計画を立て、目標の達成をめざします。

富士通テングループ 環境取り組みプラン

２００７年度の結果と２００８年度の取り組み （概要） 

　バックライトにＬＥＤを使用することで水銀フリーを実現した

ＡＶＮを、スーパーグリーン製品＊１として市場投入するなど、すべ

ての項目で目標を達成しました。

　２００８年度も引き続き、スーパーグリーン製品の開発および製品

からの環境負荷物質低減を進めます。

■グリーン製品の開発・推進

■環境マネジメント
　新たな取り組みとして、２００７年６月に国内全拠点一斉にクリーン

作戦を実施したほか、本社工場では地域と連携した活動として、「こ

うべ森の学校」にトライアル参加しました。

　引き続き、２００８年度も、海外生産拠点でのクリーン作戦、国内生

産拠点での地域と連携した活動を実施する計画です。

■社会貢献活動

■グリーンファクトリー 　中津川工場・豊田物流センター間のトラック便削減などにより燃

費指数距離を短縮しました。

　２００８年度は、従来の燃費指数距離に加えて、製品輸送における

ＣＯ２排出量を把握し、これを削減するための活動に取り組みます。

■グリーン物流

　仕入先のSOC＊４非含有管理体制の評価ツールを作成し、国内の

仕入先に自主点検を要請しました。

　２００８年度は、海外の仕入先にも自主点検を要請するほか、グ

ローバルでのSOC管理体制の構築に向けて、サポート体制の明確

化、要員育成などを行います。

■グリーン調達

第５期 環境取り組みプランの行動目標（２００８年５月見直し）と実績

第５期 環境取り組みプランの行動目標（２００８年５月見直し）と実績 下記の項目は、２００７年度において、第5期環境取り組みプランの最終目標を達成し、　　　その実績の維持が継続的に見込まれるため、第5期環境取り組みプランからは除いています。   

　ＣＯ2排出量は、グローバル（生産高当たり）では目標を達成しま

したが、国内（絶対量）は生産増のため目標を達成できていません。

ＶＯＣ＊２排出規制対象物質使用量についても、生産増のため目標

未達成となりました。 「廃棄物排出量の削減」「ＰＲＴＲ＊３対象物質

の削減」は、目標を上回っています。

　２００８年度は、生産の効率化・業務の効率化をさらに進め、環境

負荷低減を図ります。また、取り組みが遅れている海外生産拠点

のゼロエミッションについて、課題抽出と対策立案を進めます。

　ＬＣＡ＊５の本格導入に向け、エアバッグ制御コンピュータ、ＡＶＮ

の各１機種について、ＬＣＡを試行しました。

　また、海外非生産拠点で環境マネジメントシステムの構築を進め、

２拠点でＩＳＯ１４００１の認証を取得しました。

　２００８年度は、ＬＣＡの試行対象を全製品群に拡大するほか、海外

非生産拠点での環境マネジメントシステム構築に引き続き取り組

みます。
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　２００７年度のエネルギー消費によるＣＯ2排出量原単位は、グルー

プ全体で２００５年度比７．９％の削減（１８．１５ｔ-ＣＯ2/億円）となり、

「２００５年度比で７％削減する」という目標を達成しました。

　２００７年度は、国内生産拠点・事業所において業務の効率化を進

めたほか、以下の取り組みを行いました。

　設備導入や省エネ活動、生産や業務の効率化をさらに進めると

ともに、屋上緑化や京都メカニズムの採用などについて、検討を

進めます。

日　本

■２００７年度の取り組み事例

燃費指数距離の推移

0

6,000
5,500

6,500
7,000
7,500

（年度）

（km）

6,479＊
6,879 6,879 6,879

5,965

＊燃費指数距離：走行距離×燃費指数（当社従来の実測値：４ｔ車を「１」とすると、１１ｔ車は
「１．３５」）×台数

＊より精度の高い計算方法を用いて再計算したため、2007年度報告書に記載した数値とは
異なります。

廃棄物排出量と再資源化率の推移

＊富士通テングループの「ゼロエミッション」の定義：
事業所から排出される廃棄物の発生抑制、再使用、再利用の3Rにより、単純焼却や埋め立て
処分など有効利用されない廃棄物をゼロにする。

※2007年度から、富士通テンエスパーニャを含んだ数値です。

・高効率蛍光灯使用　・変圧器更新　・空気圧縮機更新
・ポンプインバータ化
・オフィスの省エネ活動（空調温度の適正化・不要照明の切断）
・ブラックイルミネーションへの協力

・紙リール部品の樹脂リール化および通箱化　　　　　
・シュレッダー屑の社内リサイクル　
・従来、ワンウェイだった海外拠点向け製品梱包をツーウェイ化

・通い箱の標準化による、海上輸送コンテナ、トラックの収容効率向上
・荷姿改善による、梱包箱の収容個数向上

工場・オフィスで、環境負荷低減を進めます 
環境配慮型の工場・オフィスを実現するため、
すべての事業所で、本業に根ざした取り組みを進めています。

グリーンファクトリー

　地球温暖化の原因となるＣＯ2排出量を削減する

ため、省エネ設備の導入やオフィスにおける省エネ

活動のほか、生産の効率化や業務の効率化に取り組

んでいます。

　CO2、NOxの排出量低減をめざして、これまで実

施した、輸送ルートの見直しやモーダルシフトに加え

て、荷姿およびパレット積載効率の改善による輸送ト

ラック台数の低減に取り組んでいます。

地球温暖化対策 
 

　資源循環型社会を見据え、３Ｒ（Reduce：発生抑制、

Reuse：再使用、Recycle：再利用）を基本に、廃棄物

の減量化、ゼロエミッション＊に取り組んでいます。

　営業車などの社有車について、低公害車への切り

替えを進めています。富士通テンにおける２００７年度

の実験車両を除いた低公害車導入率は８４％（実験車

を含めた低公害車導入率は７８％）でした。    

■２００７年度の活動

■２００７年度の活動　２００７年度は、中津川工場・豊田物流センター間のトラック便（４ｔ）

を２車削減するなどの輸送効率の改善を行った結果、燃費指数距

離は５,９６５kmとなり、前年度比で５１４km短縮しました。

　２００７年度のおもな取り組みは以下の通りです。

　アジア・中国の海外工場から日本へ輸入する製品の梱包方法を

改善し、積載効率を向上させる事により、当該輸送レーンのコンテ

ナ本数を３８％削減させることができました。    

　２００７年度の廃棄物排出量原単位は、生産高が大幅に増加した

ことから、グループ全体で２００５年度比９％の削減（１．４８ｔ/億円）と

なり、「２００５年度比で２％削減する」という目標を大きくクリアし

ました。

　２００７年度の主な取り組みは以下の通りです。

　一方、グループ全体の再資源化率は、今年度から連結子会社と

なった富士通テンエスパーニャの再資源化率が２０％にとどまって

いることが主に影響し、９６％の目標に対して８３％となりました。

　富士通テンエスパーニャについては現地事情を把握し、ゼロエ

ミッション達成に向けた課題の抽出と、課題解決のための方策を検

討します。

■今後の取り組み

■今後の取り組み

　燃費指数距離を指標とした効率化施策に加えて、ＬＣＡのしくみ

を活用して物流段階でのCO2排出量を指標とした削減方策を検

討・実施します。

■今後の取り組み

廃棄物減量化対策 物流車両における温暖化対策 
 

■２００７年度の活動

社有車の低公害車化 

※CO2排出係数について
日本：全国10電力会社の平均値 （電気事業連合会）海外：国別電力排出係数 （日本電機工業会）

※海外非生産拠点を除く＊グローバル、日本ともに最新の国別CO2排出係数を用いて再計算した数値です

日　本

日　本

グループ

グループ

エネルギー使用量の推移（電力換算）

生産高当たりのCO2排出量と原単位の推移（エネルギーのみ）
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※海外非生産拠点を除く

用紙購入量の推移

従業員１人当たりの用紙購入量の推移

　事業規模拡大に伴う人員増により、用紙購入量も

増える傾向にあります。

　富士通テンでは、従業員1人当たりの購入量削減

をめざし、ペーパーレス会議の推進やコピー用紙の

発注管理などによるペーパーレス活動を、各事業所

で推進しています。

　人員増に伴って、絶対量は７５．８ｔと前年度から増加しましたが、従

業員１人当たりの購入量は１１．７ｋｇとなり、逆に０．４ｋｇ／人の削減と

なりました。

■２００７年度の活動 （日本）

用紙購入量削減対策 

日　本

グループ
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　鉛フリーはんだ適用機種の拡大を図るとともに、ＩＰＡにつ

いては処理設備（吸着・回収）の設置について、引き続き検討

を進めます。また、トルエン、キシレンについては、代替物質への

切り替えを進めます。

グリーンファクトリー サプライチェーンでの取り組み

　社内で使用するすべての化学製品について、化学

物質アセスメントを実施し、環境リスクの高い化学製

品を特定して、その使用を低減する活動を行っています。

有害物質削減対策 

PRTR制度への取り組み（日本） 

■２００７年度の活動

■今後の取り組み

排出量 移動量

第一種指定
化学物質の名称

第
一
種
指
定
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　「ＰＲＴＲ対象物質管理システム」により、PRTR法

の対象となるすべての化学物質について、イントラ

ネットによる購入・廃棄量の一元的管理を行っていま

す。２００７年度の結果は、下表のとおりです。

　富士通テングループでは、PRTR対象物質のうち使用量の多い

鉛、トルエン、キシレンおよびVOC対象物質の中で使用量の多い

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）について、削減対策を進めています。

　２００７年度は、鉛フリーはんだ適用機種の拡大により、グループ

全体の有害物使用量は、前年度比７．２ｔ削減となったものの、ＩＰＡ

については、生産増により使用量が前年度実績を上回りました。ト

ルエン、キシレンは、ほぼ横ばいでした。

　お取引先におけるＳＯＣ管理体制の評価を海外のお取引先に展

開するとともに、環境情報の１００％報告を推進するため、２Ｗａｙコ

ミュニケーション会を通じた個別支援を行います。そのために、第

５期富士通テングループ環境取り組みプランに「ＳＯＣ管理システ

ムを充実し、海外グループ拠点に展開して２００９年度末までにグロ

ーバルな管理体制を構築する」を掲げ、グローバルレベルでのサ

ポート体制の確立、海外拠点における要員育成に取り組みます。

グリーン調達 

■２００７年度の活動

■今後の取り組み

　グリーン製品開発および拠点の環境負荷低減にご協力いただい

たお取引先の活動を対象に、優秀事例を選考して表彰する「環境

貢献賞」を設定しています。

　２００７年度は、環境情報の報告において、高い報告率を達成した

1社を表彰しました。

■環境貢献賞

有害物質使用量と原単位の推移

IPA（イソプロピルアルコール）使用量の推移
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工場・オフィスで、環境負荷低減を進めます 
環境配慮型の工場・オフィスを実現するため、
すべての事業所で、本業に根ざした取り組みを進めています。

お取引先との協力体制のもと、グリーン調達を推進します 
サプライチェーンマネジメントにおいても、環境配慮を重要な要素と考え、
グリーン調達を推進しています。

＊グリーン調達ガイドラインはホームページでもご覧いただけます。http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/guideline/guideline.html 
 

　「スーパーグリーン製品」「グリーン製品」（P.２８）

の開発を促進するためには、部品メーカーをはじめ

とするお取引先に、富士通テングループの環境に関

する考え方や環境活動にご理解をいただく必要があ

ります。そこで、グリーン調達の考え方、目標、調達す

る部品・原材料・副資材のお取引先への環境配慮要

求事項をまとめた「グリーン調達ガイドライン＊」を

発行し、周知しています。さらに、調達した部材に対

する環境アセスメントや、環境情

報の管理を徹底して、サプライチ

ェーンを意識したグリーン調達活

動を、お取引先とともに推進して

います。

グリーン購入 

　国内拠点では、事務用品や蛍光灯、トイレットペーパー

をはじめとする、繰り返し購入する定型的な備品・消耗

品のうち、技術面・コスト面において切り替え可能と判

断した環境配慮製品を優先購入する「グリーン購入」

を進めています。

　２００７年度は、古紙配合率表示の偽装問題を受け、

事務用品の中で比較的消費量の多いコピー用紙につ

いて事務用品メーカーと協議の上、表示が適正だと考

えられる「古紙配合率６０％のオフィス用紙」を採用す

ることとしました。

　今後も、グリーン購入製品のアイテム数を増やすべ

く、技術面・コスト面も含めての検討を継続し、切り替

え可能なものは切り替えを進めます。

＊SOC(Substances Of Concern)：欧州ELV指令(※)等により規制される、製品に原
則使用してはならない環境負荷物質（鉛、６価クロム、水銀、カドミウム等） 
※欧州ＥＬＶ（End of Life Vehicle）指令：使用済自動車の環境配慮に関するＥＵの規制。
車両への指定環境負荷物質（鉛、６価クロム、カドミウム、水銀）の使用禁止や、車両のリサ
イクル率の確保について規定されている。 

　「第５期富士通テングループ環境取り組みプラン」には、「仕入

先のＳＯＣ＊非含有管理体制を評価するしくみを構築し、２００９年度

末までに基準達成率を９０％とする」という目標が定められていま

す。２００７年度は、この目標を達成するための活動として、ＳＯＣ管

理体制の評価ツールを作成し、国内のお取引先２５３社に対して自

主点検をお願いしました。

　「有害物質の不使用」「廃品のリサイクル」に関する規制に対応

するためには、お取引先との連携が不可欠です。また、お客様から

製品環境負荷情報の開示をリクエストされた場合、その要求に迅

速かつ確実にお応えするには、製品単位・部材単位の環境情報を

効率よく調査･集約できる体制・インフラを整備することが重要な

ポイントです。

　そこで、お取引先のＳＯＣ管理体制を整備し、環境情報の１００％

報告を推進するための取り組みとして、お取引先ごとの課題の特

定と課題解決に向けた対応策の検討を、お取引先と富士通テンが

ともに進める「２Wayコミュニケーション会」を通じて支援を行い、

成果を上げています。
環
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■訓練実施状況（模擬訓練）

実施回数 延べ参加人数拠 点 名
本社工場
中津川工場
栃木富士通テン
海外拠点

１回
4回
12回
1回

16名
153名
54名
26名

※全社で行う防災訓練などを除く

化学物質流出防止訓練

　当社所有の建物で、スレートの一部にアスベストの使用が確認

されています。これらは通常、飛散の恐れはありませんが、今後、

建物の解体工事などの機会に、アスベスト非含有製品に切り替え

を進めます。

　また、国内拠点において、ＰＣＢを材料に含むトランスやコンデ

ンサ、蛍光灯安定器の使用・保管はありません。

■ アスベスト・ＰＣＢの状況（日本）

■ 緊急時の対策訓練

　国内の全生産拠点で、水質・大気・騒音・振動に関する法規制値

より厳しい自主基準値を設けて、定期的な監視を行っています。

　２００７年９月、栃木富士通テンにおいて汚水排水の水質測定を実

施したところ、ノルマルヘキサン（動植）が法規制値を超えて検出

されました。

　これは、社員食堂からの排水温度が通常より高くなり、本来グリ

ストラップに吸着されるべき同物質が排水に溶け出したためで、食

堂清掃の時間帯に流す水の量を増やし、グリストラップ内の水温を

下げる対策を行った結果、同物質が溶け出すことはなくなりました。

なお、２００５年度から２００７年度までの３年間で、法規制値を超えた

事例はこの１件のみです。

　２００７年度における、国内生産拠点の環境関連法に関する測定結

果データについては、３６～３８ページをご覧ください。

■ 法規制値の遵守状況（日本）

　２００８年３月、栃木富士通テンにおいて、洗浄室内で洗浄装置の

不具合改善作業を実施した業者が、誤って洗浄液約８５Lを床に流

出させるという事故が起きましたが、直ちに拭き取りによる洗浄液

回収を行うことで、洗浄液が屋外へ流出することはありませんでし

た。また、後日、このような事故による被害を防ぐために、洗浄室内

にオイルパンを設置し、あわせて事故発生時の早期発見を図るため、

漏洩検知センサを設置しました。

　２００７年度は、この１件を除いて、環境関連の緊急事態の発生お

よび苦情・事故・訴訟・罰金の科料はありませんでした。

■ 廃棄物処理業者との契約もれへの対応（日本）

■ 環境関連の緊急事態・苦情・事故・訴訟

　国内全生産拠点で、過去の使用物質である１.１.１-トリクロロエ

タン、トリクロロエチレンについて、敷地内の使用経歴のある場所

での土壌調査・対策を完了しています。２００８年８月現在、土壌・地

下水汚染はないものと考えていますが、今後も、工場内建物の撤

去や土地の売却等の機会を捉えて土壌調査を実施し、土壌汚染を

発見した場合は、所定の報告と浄化を実施します。

■ 土壌･地下水汚染対策（日本）

リスクの未然防止と最小化に努めます 
法令で定められた規制値はもちろん、より厳しい自主基準値に基づいた定期的な監視や、
緊急事態を想定した訓練を行い、地域の方や従業員への環境リスクの軽減に努めています。

環境リスク対応

　国内全生産拠点で、自拠点に潜む環境リスクを明示した「環境リ

スクマップ」を作成し、周知しているほか、定期的に化学物質の漏

洩事故（貯蔵施設付近）を想定した模擬訓練を実施しています。ま

た、化学物質の使用職場では、作業中にこぼした場合の処置訓練

や常備している処置用具の点検

を定期的に実施しています。

　海外の拠点でも、リスクの想定

に応じた訓練を定期的に行ってい

ます。

 

環境マネジメント　　　環境パフォーマンス

環境保全活動のあゆみ 
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地球環境委員会が発足
地球環境憲章を制定

第一期　環境行動計画を策定 （１１月）
トリクロロエタンの使用を全廃 （１２月）

特定フロンの使用を全廃 （２月）
本社工場が六甲山クリーンハイキングに団体参加 （１０月）

製品環境アセスメントシステムを導入

国内全工場でISO１４００１の認証取得を完了 （１０月）

グリーン製品認定基準を設定

環境会計を導入

環境報告書の初版を発行 （８月）

環境パフォーマンス指標を導入
環境ラベル（タイプⅠ）を制定 （５月）
グリーン製品第１号（軽量化４５％）を市販カーＡＶ市場に投入 （７月）
グリーン調達ガイドラインを制定 （９月）

鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を市販カーＡＶ市場に投入 （７月）
生産工程における代替フロンの使用を全廃 （９月）

国内全工場でゼロエミッションを達成 （１月）
ＦＴＥＧ（ドイツ）が販売拠点として初めてISO１４００１の認証を取得 （５月）

製品に使われるプレス部品、ネジの６価クロムフリー化切替を開始 （８月）

本社工場内EMC実験棟の屋上緑化を実施

本社工場に太陽光発電設備を導入（1月）
全海外生産拠点でISO１４００１の認証取得を完了 （１月）
第5期　環境取り組みプランを策定 （４月）

国内全グループ会社を登録組織とするISO１４００１の統合認証を取得 （３月）
水銀を使用しないLED方式を採用したバックライトを開発、ナビゲーション機器に搭載開始 （５月）

LCAのガイドラインを作成し、２製品群で試行 （３月）

◎「経営のあゆみ」「技術のあゆみ」については右記ホームページをご覧ください。 http://www.fujitsu-ten.co.jp/company/history/index.html

一歩ずつ着実に、環境保全の取り組みを前進させています 
企業市民として、持続可能な社会の実現をめざして取り組んできた、
富士通テングループの環境保全活動のあゆみです。

環境保全活動

　２００７年版の「社会・環境報告書」（P.２２）で報告した、オフィス

ビル内に他社と同居している一部の拠点で、廃棄物処理業者との

契約が未締結となっていた件については、２００８年７月末までに、す

べての拠点で、業者との契約を完了しています。
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 富士通テングループの
「社会･環境報告書」を読んで

環境経営の方向性
地球環境を守るために企業が実施すべきことは、活動自体の環境負荷をできる限り低減させ

ることと、本業を通じて環境保全に貢献することの２つです。富士通テングループの報告書を

読むと、この２つの方向性を着実に遂行しようとしています。トップメッセージにある「技術革

新」「品質向上」を通じた環境への対応は前者の方向性を、報告書の見出しにも現れている

「あらゆる段階での負荷低減をめざしています」という姿勢は後者の方向性を示しています。

環境配慮製品への努力
今年度の報告書では、特集ページでエンジン制御ECUの取り組みが紹介されています。具

体的な製品づくりの紹介とそれに関わる組織内部の人の声を載せることで、富士通テンの

事業活動を通じた環境貢献が伝わる紙面づくりになっています。このような活動は全社的

に展開することが必要なので、今後は環境経営の目標に落とし込んで、体系的に推進され

ることを期待します。

環境経営への長期ビジョンを
富士通テンの環境保全活動はあらゆる領域を対象とした包括的なものですが、現在の地球

環境問題は気候変動や資源の問題を中心に超長期のビジョンが求められています。富士通

テンも、現在の環境保全活動を基盤として、超長期の環境経営ビジョンの策定とそれを反映

した環境経営指標の構築を考えるべき時期に来ていると思われます。

社会情報とマネジメントの充実を
富士通テングループの報告書は社会情報も含んだ内容となっています。この点では、「女

性から見たGood Companyつくりプロジェクト」など、興味深い情報も掲載されています。

しかし、CSRの観点から見れば、コンプライアンス情報の充実や社会活動に関する目標の

設定などの課題もあります。社会責任についても、環境と同じく、PDCAサイクルを構築で

きるように基盤を整備される方向に進まれることが望ましいと考えます。

ステイクホルダーとの意見交換を
社会･環境報告書は、企業にとって社会に開かれた窓のようなものです。コミュニケーション

は一方向では成立しません。顧客、従業員、地域住民、投資家、市民などの意見を積極的に

取り入れる努力が必要です。社会･環境報告書はそのための重要なツールとなりますので、

「社会･環境報告書を読む会」やステイクホルダーダイアローグなどを実施することで、社会･

環境活動の一層の充実を図られることを期待します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

神戸大学大学院 経営学研究科 教授　國 部  克 彦 氏
［略歴］
大阪市立大学大学院経営学研究科修了。博士（経営学）。2001年より現職。
2003年研究成果活用企業「環境管理会計研究所」創設。経済産業省「マテ
リアルフローコスト会計開発普及事業委員会」委員長、環境省「環境報告書
ガイドライン検討委員会」委員等を歴任。著書に『環境経営・会計』（有斐閣）
などがある。

ご意見をいただいて

　私たちは環境問題を経営の最重要課題のひとつと位置づけ、環境保全活動を推進すると

ともに、『社会・環境報告書』などを通じた情報開示を行ってきました。2008年度版では、

今後の活動をさらに充実したものとするため、またより良い『社会・環境報告書』を制作し

ていくための新たな試みとして、神戸大学大学院教授の國部様にご意見をいただきました。

國部様には、この場をお借りしてお礼を申し上げます。

　いただいたご意見は真摯に受け止め、今後の活動に活かして行きたいと思います。

　製品開発においては、LCAをベースとした環境効率ファクターの考えを導入し、より環境

効率に優れたグリーン製品の開発を進めます。また、超長期のビジョンについて、今後、地

球環境委員会の中で継続的に議論していくとともに、社会活動の目標設定、PDCAサイク

ルの構築については、将来の課題として関係部門と検討していきたいと思います。

　『社会・環境報告書』の制作にあたっては、従来より当社の取り組みを誠実にお伝えする

ことを心がけてきました。今後は双方向コミュニケーションのツールとして内容の充実を図

るとともに、ステークホルダーの皆様との対話を進め、皆様の期待の先を行く活動に取り組

むことで、皆様から信頼される企業となるよう努力してまいります。

富士通テン株式会社
取締役　地球環境委員長

地球環境部長

編 集 後 記

『富士通テングループ 社会・環境報告書』をお読みいただき、ありがとうございます。

　2008年度版では、富士通テングループの企業活動をより理解していただ

けるよう、新たに特集ページを設けて「エンジン制御ECUによる安全・安心・

環境への貢献」について、開発担当者の声とともにご紹介しました。

　海外事業所での取り組みなど、まだまだ十分にご紹介しきれていない部分

もありますが、ステークホルダーの皆様からのご意見を反映させながら、より充

実した報告書づくりを進めていきたいと考えております。

　添付のアンケートなどで率直なご意見・ご感想をお聞かせ頂ければ幸いです。


